
 

○富士市犯罪被害者等支援条例施行規則 

令和４年３月30日 

規則第15号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、富士市犯罪被害者等支援条例（令和４年富士市条例第８号。以下「条
例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（見舞金の支給対象者） 

第２条 条例第８条の規則で定める市民は、犯罪等が行われた時において、本市の住民基本
台帳に記録されていた者であって、次の各号に掲げる見舞金の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定めるものとする。 

(１) 遺族見舞金 犯罪等により死亡した者の遺族 

(２) 重傷病見舞金 犯罪等により重傷病（負傷又は疾病であって、その療養に要する期
間が１か月以上であるものをいう。）を負った者 

２ 前項第１号の遺族は、犯罪等により死亡した者と生計を一にしていた家族（配偶者（婚
姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にあった者を含む。）、六親等内

の血族又は三親等内の姻族をいう。）とする。 

３ 遺族見舞金の支給を受けることができる遺族が２人以上いる場合は、それらの者の中か
ら選定された代表者に対して当該遺族見舞金を支給するものとする。 

（見舞金の申請） 

第３条 前条第１項第１号に規定する遺族見舞金の支給を受けようとする者は、犯罪被害者
等見舞金（遺族見舞金）支給申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に申

請しなければならない。 

(１) 犯罪等により死亡した者の死亡診断書、死体検案書その他の死亡の事実及び死亡の
年月日を証明することができる書類の写し 

(２) 遺族見舞金の支給を受けようとする者と犯罪等により死亡した者との続柄を証す
る書類 

(３) 遺族見舞金支給代表者選定に関する届出書（第２号様式。前条第３項に規定する代
表者が申請する場合に限る。） 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前条第１項第２号に規定する重傷病見舞金の支給を受けようとする者は、犯罪被害者等
見舞金（重傷病見舞金）支給申請書（第３号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に申



 

請しなければならない。 

(１) 犯罪等による負傷又は疾病の状態及びその療養に要する期間が確認できる医師の
診断書の写し 

(２) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

３ 前２項の規定による申請は、死亡し、負傷し、又は疾病が発生した日の翌日から起算し
て１年以内にしなければならない。ただし、当該負傷又は疾病の状態により申請が困難で

あるとき、その他の当該期間内に申請をしないことについて市長がやむを得ない理由があ

ると認めたときは、この限りでない。 

（見舞金の支給の制限） 

第４条 市長は、次に掲げる場合には、見舞金を支給しないものとする。 

(１) 犯罪被害者等が犯罪行為を誘発したとき、その他当該犯罪被害につき犯罪被害者等
にその責めに帰すべき行為があったと市長が認めるとき。 

(２) 犯罪被害者等が暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３
年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）、暴力団員等（富士市暴力

団排除条例（平成24年富士市条例第２号）第２条第３号に規定する暴力団員等をいう。

以下同じ。）又は暴力団員等と密接な関係を有する者に該当するとき。 

(３) 道路交通法（昭和35年法律第105号）による交通事故のとき。 

(４) 他の地方公共団体から見舞金と同種のものの支給を受けたことがあるとき。 

(５) 前各号に掲げる場合のほか、見舞金を支給することが社会通念上適切でないと市長
が認めるとき。 

（見舞金の額の調整等） 

第５条 重傷病見舞金の支給を受けた者が、当該重傷病見舞金の支給に係る犯罪等の行為に
起因して死亡した場合は、条例第８条第１項第１号に規定する遺族見舞金の額から同項第

２号に規定する重傷病見舞金の額を控除して得た額を遺族見舞金として遺族に支給する

ものとする。 

２ 前項の場合を除き、見舞金の支給は、一の犯罪被害につき１回に限る。 

（見舞金の支給の決定等） 

第６条 市長は、第３条第１項又は第２項の規定による申請があったときは、その内容を審
査し、見舞金の支給の可否を決定し、犯罪被害者等見舞金支給（不支給）決定通知書（第

４号様式）により当該申請を行った者に通知するものとする。 

（支給決定の取消し等） 



 

第７条 市長は、偽りその他不正の手段により見舞金の支給の決定を受けた者があったとき
は、当該決定を取り消し、及び既に支給した見舞金の額に相当する金額を返還させること

ができる。 

（報告の徴収等） 

第８条 市長は、見舞金の支給を適正に行うため必要があると認めるときは、関係機関等に
対し、報告を求めることができる。 

２ 市長は、見舞金の支給を適正に行うため必要があると認めるときは、第６条の規定によ
り見舞金の支給の申請を行った者に対し、報告を求め、又は必要な調査を行うことができ

る。 

（委任） 

第９条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、令和４年４月１日から施行する。 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

第１号様式（第３条関係） 

第２号様式（第３条関係） 

第３号様式（第３条関係） 

第４号様式（第６条関係） 

 


